
 

 

 

 

支配株主等に関する事項について 
 

 

2020年２月４日 

 

株式会社 東京証券取引所 

代表取締役社長 宮原 幸一郎 殿 

 

会社名      フォースタートアップス株式会社 

代表者の     

役職氏名  代表取締役社長兼CEO 志水 雄一郎 

 

 

当社の［親会社／親会社以外の支配株主／その他の関係会社／その他の関係会社の親会社］である株式会社

ウィルグループについて、支配株主等に関する事項は、以下のとおりです。 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社の商号等 

 

（2020年２月４日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

株式会社

ウィルグ

ループ 

親会社 92.00 - 92.00 
・株式会社東京証券取引所 

市場第一部 

 

２．親会社等のうち、当社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 

 株式会社ウィルグループが該当すると判断しております。その理由としましては、同社が当社の議決権の過

半数を保有するためであります。 

 

３．非上場の親会社等に関する決算情報の開示の免除の理由 

 株式会社ウィルグループは上場会社のため、該当事項はありません。 

 

４. 親会社等の企業グループにおける当社の位置付けその他の当社と親会社等との関係 

・事業領域にかかる重複の有無  

当社の親会社である株式会社ウィルグループは、人材派遣事業をメインとしておりますが、当社は主として

人材紹介事業を営んでおり、人材派遣事業は営んでおりません。株式会社ウィルグループの 2019 年３月期連

結売上高の約97.8%が人材紹介売上高以外の売上高であり、人材紹介事業領域は2.2%にとどまっており、当社

の人材紹介事業が親会社グループ全体事業と重複する領域はそもそもとして大きくありません。 

 加えて、当社は成長産業に属する企業をターゲットとして人材支援を行っており、主として大企業をター

ゲットとする親会社等グループとはビジネス領域が明確に異なっております。この点は、親会社の有価証券報

告書において、当社のみ「スタートアップ人材支援事業セグメント」に位置付けられていることからも明らか

であります（下表参照）。 

単位：百万円 

No 報告セグメント 事業内容 2019 年 3 ⽉期 
1 セールスアウトソーシング事業 家電量販店等における販売業務の業務請負及び⼈材派遣 22,207 



2 コールセンターアウトソーシング
事業 

テレマーケティング企業への⼈材派遣 15,724 

3 ファクトリーアウトソーシング事
業 

⾷品製造業等の⽣産過程への⼈材派遣 20,885 

4 介護ビジネス⽀援事業 介護スタッフの⼈材派遣 9,310 
5 海外ＨＲ事業 オーストラリア及びアジア地域での⼈材派遣 26,275 
6 スタートアップ⼈材⽀援事業 インターネット・IoT 分野における⼈材紹介 1,049 
7 その他 ALT(外国語指導助⼿)派遣、建設技術者派遣・紹介事業等 8,151 
  IFRS 調整額 △302 
  合計額 103,300 

・人的関係 

 株式会社ウィルグループとの人的関係は、非常勤取締役及び非常勤監査役各1名の兼任のみで、他に関係は

なく、出向や出向受け入れもありません。役員の兼任状況は以下のとおりです。当社と親会社は人材紹介業と

派遣業というビジネス形態も異なり、かつ、事業領域も大きくことなりますが、広義において人材ビジネスと

いう点で共通しています。当社の役員のうち、大原茂氏は株式会社ウィルグループの代表取締役を、澤田静華

氏は株式会社ウィルグループの常勤監査役を兼任しております。長年人材ビジネスを営んでいる株式会社ウィ

ルグループの代表取締役と常勤監査役を選任することで、当社のガバナンス向上に寄与できると判断している

ことから、役員として選任しております。 

申請会社 親会社等の企業グループ 

兼任の理由 

申請会社から 

の役員報酬又 

は賞与の額等 

役  職 

（常勤・非常勤） 

氏  名 

名  称 
役  職 

（常勤・非常勤） 

取締役（非常勤） 

大原 茂 

株式会社ウィルグループ 代表取締役社長 

（常勤） 

当社ガバナンスへの寄

与が期待されるため 
－ 

監査役（非常勤） 

澤田 静華 

株式会社ウィルグループ 社外監査役 

（常勤） 

当社ガバナンスへの寄

与が期待されるため 

－ 

 

・取引関係 

当社は成長産業に属する企業をターゲットとして人材支援を行っており、主として大企業をターゲットとす

る親会社等グループとはビジネス領域が明確に異なっております。このため、親会社と取引をする必要性がな

く、直前事業年度及び申請事業年度においては、継続的な取引はすべて解消しており、今後も実施する予定は

ありません。 

なお、最近２年間及び申請事業年度における関連当事者取引は下記「５」に記載のとおりですが、直前事業

年度及び申請事業年度においては、親会社の福利厚生イベントへの参加などスポット取引であり、質的・量的

にも重要性はありません。 

 

５．支配株主等との取引に関する事項 

当社は、関連当事者取引等の実施につきましては、原則として実施しない方針であります。仮に実施する場

合は、当該関連当事者取引が当社経営の健全性を損なってはいないか、経済的合理性（事業上の合理性）を有

しているか、また取引条件は他の外部取引と比較して適正であるか等に留意して、当社取締役会の決議により

行う方針であります。直近２期間及び申請事業年度における親会社との取引は以下のとおりです。 

                      （単位：千円） 

  
  
  
  
  
  
  
  

会社等の名称又

は氏名 

取引の 

内 容 

取引金額 

科 目 

期末残高 具体的

な取引条

件及びそ

の決定方

法 
備 考 2018年 

３月期 

2019年 

３月期 

2019年 

９月期 

2018年 

３月期 

2019年 

３月期 

2019年 

９月期 



 

種 類 

親会社 株式会社 

ウィルグルー

プ 

・経営指導 25,349 

 

－ － 経 営 管

理料 

－ － － (注2) (注4) 

(注7) 

・後納郵便費用

の立替 

17 － － 通信費 － － － (注3) (注7) 

・システム利用

料等の立替 

582 346 － 支払手数

料 

9 － － (注3) (注7) 

・商標権譲渡 288 － － 未払金 － － － (注5) (注7) 

・福利厚生イベ

ントへの参加費

用 

－ － 32 接待交際

費 

－ － － (注6)  (注7) 

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．株式会社ウィルグループに支払う経営管理料であります。会社設立当初は、当社内に管理部門が 

なく、構築リソースもないことから、親会社に管理を委託したことにより生じたもので、具体 

的には経理・労務・総務等の経営管理全般業務であります。価格決定方法としては、子会社管 

理業務を行う株式会社ウィルグループ各部門の費用を各社の売上予算に基づき案分し、これに 

株式会社ウィルグループの利益率を加算することにより当社負担額を算出しております。 

   ３．外部業者に支払う実費のうち、当社負担分を精算しております。 

４．2018年３月31日をもって解消しております。 

５．譲渡時点における価値をもって、算定しております。 

６．株式会社ウィルグループの福利厚生イベントに当社従業員が参加した費用の精算であるため、当 

該請求額に基づき算出しております。 

７．「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号）の重要性判 

断基準に基づき、開示対象外と判断し、新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）には

記載しておりません。 

 

６．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

当社は成長産業に属する企業をターゲットとして人材支援を行っており、主として大企業をターゲットとす

る親会社等グループとはビジネス領域が明確に異なっております。このため、現在において少数株主の利益を

損なうような関連当事者取引はなく、今後も行わない方針であります。このため、利益相反取引が発生する具

体的な局面というのは想定しておりません。当社は、少数株主の利益保護のため、取締役の構成において支配

株主の役職員以外の者が過半数を占めることを基本原則としているほか、親会社グループを含めた関連当事者

取引を開始する場合、「関連当事者取引規程」に則り、少数株主の利益を損なうことのないよう、取引理由及

びその必要性、取引条件及びその妥当性等について、取締役会において十分に審議した上で意思決定を行うこ

ととしております。また、当該取引の結果についても、取締役会において報告・確認するものとしております。 

 

以 上 

 

 


